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国10/10

諸収入

　先の大戦においてお亡くなりの方々を慰霊するため、戦没者追悼式典を開催する。

　戦没者遺族、戦傷病者の妻に対する特別給付金と、第11回特別弔慰金の支給事務を行う。

　健康福祉部の維持管理業務を行う。

【その他（高齢者福祉事務費）】

　高齢者福祉業務における窓口対応及び事務補助を行う。

その他

　第３期地域福祉計画の検討委員会を年1回開催する。

【身体障害者・知的障害者相談員設置事業】 98,000円 0円 0円 0円 98,000円

　旅行中、真に困窮した者に対して、700円を限度に支給する。

【地域福祉計画推進事業】 84,000円 0円 0円 0円 84,000円

予算に関する説明書ページ数 P45

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 58,387,000 円

目
的

社会福祉事業の全分野における共通的基本
事項を定め、福祉サービスの利用者の利益
の保護及び地域社会福祉の増進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 125,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 社会福祉総務費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

地　方　債 0 円

そ　の　他 11,000 円

一 般 財 源 58,251,000 円

　社会福祉事業の効率的運営と組織的活動を促進し、地域福祉の増進と強化を図るため、安来市社会福祉協議会補
助金交付要綱に基づき、社会福祉協議会の運営及び人件費に係る経費の一部を補助する。

【安来市社会福祉協議会補助事業】 53,973,000円 0円 0円 0円 53,973,000円

一般財源

人件費コスト  B 1.7人役 12,367,500 円 総事業費　　A+B 70,754,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債

【特別弔慰金関係事業】 125,000円 125,000円 0円 0円 0円

【戦没者追悼式事業】 196,000円 0円 0円 5,000円 191,000円

【行路困窮者事業】 7,000円 0円 0円 0円 7,000円

　災害時等要援護者台帳の更新及び見守り台帳の整備を行う。

【健康福祉部維持管理業務】 89,000円 0円 0円 0円 89,000円

　身体障がい者・知的障がい者の相談に応じ、必要な援助を行う。

【災害時等要援護者台帳等整備事業】 1,424,000円 0円 0円 0円 1,424,000円

成果指標

ボランティアセンター登録者数（累計）

現状値

31人（H30)

目標値

33人

2,391,000円 0円 0円 6,000円 2,385,000円
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　平成25年度より県から市内社会福祉法人の法人部門の所轄庁として権限委譲を受けている。

　市内の社会福祉法人の法人指導、監査、許認可等を行う。

　介護保険課がある健康福祉センター2階事務所の管理、借り上げを行う。

　（補助率3/10　　上限月額3万円）

　●島根県介護施設等整備事業費補助金

　　　小規模多機能型居宅介護事業所 施設数1×＠33,600千円＝33,600千円

定期借地利用促進分　　　9,188千円

　　　認知症高齢者グループホーム 施設数1×＠33,600千円＝33,600千円

　●島根県介護施設等施設開設準備経費等支援事業費補助金

　　　小規模多機能型居宅介護事業所 　整備床数9×＠839千円＝7,551千円

　　　認知症高齢者グループホーム 整備床数18×＠839千円＝15,102千円

予算に関する説明書ページ数 P45

民生費

事業開始年度 令和2年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 社会福祉支援事業費

総事業費　　A+B 124,622,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 6,821,000 円

人件費コスト  B 2.4人役 17,460,000 円

当 初 予 算 額 107,162,000 円

目
的

社会福祉法人の指導、監査等により法人運
営の適正化を図る。また介護事業所の人材
育成や運営、施設整備に対する助成事業の
実施により、サービス及び人材の確保、充
実、質の向上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 100,341,000 円

地　方　債 0 円

【社会福祉法人指導監査事業】 125,000円 0円 0円 0円 125,000円

【介護人材育成支援事業】 4,680,000円 0円 0円 0円 4,680,000円

　市内の介護事業所で働く介護資格を持っていない職員の方やボランティアの方を対象にスキルアップ研修を行
う。

【事務所管理】 1,576,000円 0円 0円 0円 1,576,000円

【介護人材資質向上促進事業】 540,000円 400,000円 0円 0円 140,000円

　地域の実情に応じた、安定した質の高いサービス提供体制整備等を支援するため、介護施設等整備事業及び開設
準備経費等を支援し高齢者福祉施設の整備の充実を図り施設整備費補助金等を交付する。

　安心して住み続けられる地域づくりを実現するため、山間部への訪問看護に対して運営費を助成する。

【社会福祉施設等整備事業】 99,041,000円 99,041,000円 0円 0円 0円

　介護人材の確保、充実、定着を図るため、市内の介護事業所が、介護福祉士の国家資格取得のために就業者が島
根総合福祉専門学校に通学する間の生活費支援を行った場合に、その一部を助成する。

【訪問看護ステーション支援事業】 1,200,000円 900,000円 0円 0円 300,000円
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　民生委員・児童委員の活動やその運営に係る経費の一部を助成し、福祉活動事業の円滑実施を図る。

予算に関する説明書ページ数 P45

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 6,554,000 円

目
的

民生委員・児童委員（主任児童委員）の活
動を円滑かつ効率的に進める。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 民生委員費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.3人役 2,182,500 円 総事業費　　A+B 8,736,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 6,554,000 円

　安来市生活相談員に関する条例に基づき、地域社会における市民の生活の向上と民生の安定を図り、地域福祉の
増進に寄与するため、「安来市生活相談員」を民生委員・児童委員に委嘱する。

【安来市生活相談員事業】 4,649,000円 0円 0円 0円 4,649,000円

一般財源

【安来市民生児童委員協議会交付金事業】 1,905,000円 0円 0円 0円 1,905,000円
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　安来市身体障害者福祉協会の活動に対して、その運営費を補助する。

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 4,654,000 円

目
的

在宅の身体障がい者及び障がい児の自立支
援と社会参加の促進、及び福祉の向上を図
る。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,322,000 円

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 身体障がい者福祉費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.5人役 3,637,500 円 総事業費　　A+B 8,291,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 3,332,000 円

　心身障がい児が地域の中で幸福に生活できる地域づくりを推進するとともに、日常生活圏域における地域療育・
援助システムの充実を図る。

【心身障害児地域療育活動総合援助事業】 1,100,000円 550,000円 0円 0円 550,000円

一般財源

　身体障害者手帳1級（じん臓機能障害）を所持し、人工透析を受けるために通院している者で、医療保険を一に
する世帯員全員が市民税非課税である者を対象に通院費の1/2を助成する。

【日常生活用具助成事業】 46,000円 0円 0円 0円 46,000円

【人工透析患者通院費助成事業】 1,085,000円 0円 0円 0円 1,085,000円

　発達障がいの疑い、あるいは経過観察が必要な児童を小集団における関わりを通して心身の発達を促しスムーズ
な就学につなげる。

【安来市身体障害者福祉協会補助事業】 350,000円 0円 0円 0円 350,000円

【発達障がい児支援事業（発達支援ルーム）】 1,247,000円 622,000円 0円 0円 625,000円

　養護学校に通学している障がい児に対する放課後預かり事業（島根県主催）について、その1/2を該当市町村が
児童数により按分し負担する。

　身体障害者手帳の交付対象とならない難聴児（18歳未満）の補聴器購入に対し、その費用の一部を助成する。

【ハッピーアフタースクール事業】 526,000円 0円 0円 0円 526,000円

　内部障がい者で日常生活用具（ストマ用装具等）の給付を受けた者のうち、所得税非課税世帯の者を対象に自己
負担額の1/2を助成する。

【難聴児補聴器購入助成事業】 300,000円 150,000円 0円 0円 150,000円
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予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 3,330,000 円

目
的

精神障がい者が住み慣れた地域において生
活が維持できるよう、通院医療費の助成を
通じて支援を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 精神障がい者福祉費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 2,910,000 円 総事業費　　A+B 6,240,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 3,330,000 円

　自立支援医療（精神通院医療）受給者であって、自立支援医療費支給認定所得区分のうち低所得1または、低所
得2の者を対象に1カ月の自己負担上限額の1/2以内の額を助成する。

【精神障害者通院医療費助成事業】 3,330,000円 0円 0円 0円 3,330,000円

一般財源
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基金外

上限額 市民税課税世帯の対象者     ･･･ 入院20,000円/月・通院6,000円/月・薬局0円

市民税非課税世帯の対象者 　･･･ 入院 2,000円/月・通院1,000円/月・薬局0円

20歳未満の方（障がいのみ） ･･･ 入院 2,000円/月・通院1,000円/月・薬局0円

　　対象者

●ひとり親家庭(所得税非課税）

　　事業費

●医療費 80,907,000円

●事務費  1,096,000円

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 82,003,000 円

目
的

重度心身障がい者及びひとり親家庭への福
祉の増進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 34,186,000 円

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 福祉医療費 民生費

事業開始年度 令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 1.0人役 7,275,000 円 総事業費　　A+B 89,278,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 43,455,000 円

一 般 財 源 4,362,000 円

●身体障害者手帳1・2級の方または3・4級で知的障がいがある方、療育手帳Ａ、精神障害者保健福祉手帳1
級の方または2級で身体障害者手帳3・4級の方、精神障害者保健福祉手帳2級で知的障がいがある方、65歳以
上で3か月以上寝たきりの方

【福祉医療】 82,003,000円 34,186,000円 0円 43,455,000円 4,362,000円

一般財源

　重度心身障がい者及びひとり親家庭の方の医療費軽減のため行う。事業内容は県の医療費助成補助事業（県1/2
補助）に基づき、対象者の自己負担割合を１割に軽減、さらに自己負担上限額を設ける。

※平成30年度までは実績、令和元年度は決算見込、令和2年度は当初予算額

※対象者数は年度末現在。平成30年度までは実績、令和元年度は10月末時点、令和2年度は推計
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　●支給見込額内訳

予算に関する説明書ページ数 P47

民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別障害者手当等給付費

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 5,041,000 円

人件費コスト  B 0.5人役 3,637,500 円

当 初 予 算 額 19,856,000 円

目
的

精神、又は身体に著しく重度の障がいを有
する者（児）に対して手当を支給し、障が
いによる特別の介護負担を軽減する。

財
源
内
訳

国・県支出金 14,815,000 円

地　方　債 0 円

【特別障害者手当等給付事業】 19,856,000円 14,815,000円 0円 0円 5,041,000円

総事業費　　A+B 23,493,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

対　　象　　者 金額（円） 摘要

特別障害者手当 ＠27,200円×50人×12カ月 16,320,000

　在宅で常時特別の介護を必要とする重度の障がいを有する者・児に介護手当を支給することにより、経済的負担
の軽減と対象者の福祉の増進に努める。

事　　　務　　　費 341,000 嘱託医報酬・消耗品等

合　　　　　　　計 19,855,640

障害児福祉手当 ＠14,790円×18人×12カ月 3,194,640

小　　　　　　　計 19,514,640
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負担金外

　福祉サービスを利用するための障害支援区分を決定する審査会を月１回実施する。

【障害者自立支援法審査事業】

　障害福祉サービス等を行う事業者からの請求に関する審査手数料を支払う。

　障がい者（児）が自立した生活や社会生活が行えるようサービスの給付やその他の支援を行う。

　小児慢性特疾病児が日常生活をより円滑に行えるよう、身体状況に応じて日常生活用具の給付を行う。

【その他（障がい者福祉事務費）】

　障がい者福祉サービス申請受付およびデータ入力業務等を行う。

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 1,255,055,000 円

目
的

障がい者（児）が自立した日常生活や社会
生活が送れるよう、サービスの給付やその
他の支援を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 936,766,000 円

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 障がい者総合支援事業費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 4.6人役 33,465,000 円 総事業費　　A+B 1,288,520,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 64,000 円

一 般 財 源 318,225,000 円

　自立支援医療、障害福祉サービス、育成医療、補装具などの給付費を支給し、障がい者（児）の自立と福祉の向
上を図る。

成果指標 現状値 目標値

【自立支援給付事業】 1,104,239,000円 850,497,000円 0円 0円 253,742,000円

一般財源

1,970,000円

【障がい児入所等給付事業】 72,540,000円 54,405,000円 0円 0円 18,135,000円

福祉施設利用者の一般就労への移行（単年） 1人（H30) 3人

【障害支援区分認定審査事業】 1,970,000円 0円 0円 0円

福祉施設の入所者の地域生活への移行（単年） 2人（H30) 2人

【地域生活支援事業】 70,746,000円 31,804,000円 0円 58,000円 38,884,000円

　在宅及び施設に通所する18才未満の障がい児に、児童福祉法に基づく通所支援サービスを提供することにより、
各々の障がいの程度に応じた自立を支援する。

2,764,000円 0円 0円 0円 2,764,000円

2,430,000円 0円 0円 6,000円 2,424,000円

　障がい者雇用へのきっかけづくりを目的とし、雇用を前提としない短期間の実習について奨励金を支給する。
（松江市との共同事業）

【日常生活用具（小児慢性）給付事業】 122,000円 60,000円 0円 0円 62,000円

【障害者インターンシップ事業】 244,000円 0円 0円 0円 244,000円
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50 会計 01

10 款 03

項 01

目 01

A

国
県

　国民健康保険事業特別会計繰出金（法定内繰出）

　●国民健康保険基盤安定事業繰出金 円

　●国民健康保険財政安定化支援事業繰出金 円

　●国民健康保険出産育児一時金繰出金 円

　●国民健康保険職員給与費等繰出金 円

　●国民健康保険財政健全化対策事業繰出金 円

予算に関する説明書ページ数 P47

民生費

事業開始年度 令和2年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（国民健康保険事業）

総事業費　　A+B 338,728,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 181,847,000 円

人件費コスト  B 0.1人役 727,500 円

当 初 予 算 額 338,001,000 円

目
的

国民健康保険事業特別会計の円滑な運営に
資するために繰出しを行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 156,154,000 円

地　方　債 0 円

【特別会計繰出金費（国民健康保険事業）】 338,001,000円 156,154,000円 0円 0円 181,847,000円

76,163,000

11,137,000

198,207,000

48,294,000

4,200,000
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50 会計 01

12 款 03

項 01

目 01

A

国

諸収入

（国3/4）

　家計に関する相談・指導及び貸付の斡旋事業を安来市社会福祉協議会に委託する。（国1/2）

　子どもに対する学習及び日常生活の支援事業をNPO法人眞知子農園に委託する。（国1/2）

　離職により住居を失った生活困窮者等に対し、求職活動を条件に家賃相当の給付金を支給する。（国3/4）

　社会生活を送る上で様々な困難を有する子ども・若者やその家族等の相談に応じ、支援を行う。

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 21,531,000 円

目
的

増加する生活困窮者について、生活保護世
帯とする前に早期支援を図り、自立の促進
を促すことを目的としている。

財
源
内
訳

国・県支出金 13,699,000 円

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活困窮者自立支援総務費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.5人役 3,637,500 円 総事業費　　A+B 25,168,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 6,000 円

一 般 財 源 7,826,000 円

　生活困窮者からの相談、情報提供、助言を他事業と連携して行うため、安来市社会福祉協議会に委託する。

【自立相談支援事業】 9,000,000円 6,750,000円 0円 0円 2,250,000円

一般財源

【住居確保給付金事業】 333,000円 249,000円 0円 0円 84,000円

【学習支援事業】 2,550,000円 1,275,000円 0円 0円 1,275,000円

【家計改善支援事業】 5,400,000円 3,600,000円 0円 0円 1,800,000円

　就労意欲や生活能力・稼働能力が低いなど就労に向けた課題を抱える者に対し、就労意欲の喚起や一般就労に向
けて日常生活習慣の改善の支援をＮＰＯ法人に事業委託して行う。

【子ども・若者総合相談支援事業】 2,428,000円 613,000円 0円 6,000円 1,809,000円

【就労準備支援事業】 1,820,000円 1,212,000円 0円 0円 608,000円



70

30 会計 01

10 款 03

項 01

目 01

A

県

　第４次安来市男女共同参画計画に基づき、男女共同参画の推進のため、啓発事業を推進する。

　「人権の花運動」を市内５小学校で実施し、花を育てながら人権の尊さについて学ぶ活動を支援する。

　また、関連団体と連携した研修等を行う。

●人権の花運動実施予定校：十神小、南小、赤江小、山佐小、井尻小

人権の花運動を実施した学校の児童による人権の花コンテスト出品作品

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人権施策推進課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 503,000 円

目
的

啓発活動を通じて、市民の人権問題への関
心と理解の醸成を図り、差別のない社会の
実現をめざす。

財
源
内
訳

国・県支出金 85,000 円

中事業 人権尊重・男女共同参画・平和行政の推進

予
算
科
目

一般会計

小事業 人権施策推進費 民生費

事業開始年度 令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.7人役 5,092,500 円 総事業費　　A+B 5,595,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 418,000 円

成果指標 現状値 目標値

【男女共同参画推進事業】 129,000円 0円 0円 0円 129,000円

一般財源

【人権施策推進事業】 374,000円 85,000円 0円 0円 289,000円

市の審議会等への女性の参画率 19.1% 40.0%
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30 会計 01

15 款 03

項 01

目 01

A

県

諸収入

　●人員配置　　館長　１名、指導職員　１名、事務補助員　１名、生活等相談員　２名

　●運営審議会委員　８名

　●事業内容

　　　各種講座の実施（生花、民謡踊り、パソコン、手芸等）　

　　　ひまわり講座（人権講座）の実施

　　　各種相談業務

　　　啓発広報（大塚ふれあいセンターだより）の発行

　　　地域交流事業の実施

　　　貸館業務

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人権施策推進課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 7,052,000 円

目
的

社会福祉法に基づき設置し、地域福祉の向
上と住民の交流拠点として、各種講座や啓
発事業を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 5,112,000 円

中事業 人権尊重・男女共同参画・平和行政の推進

予
算
科
目

一般会計

小事業 隣保館費 民生費

事業開始年度 令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 2,910,000 円 総事業費　　A+B 9,962,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 11,000 円

一 般 財 源 1,929,000 円

【隣保館事業】 7,052,000円 5,112,000円 0円 11,000円 1,929,000円

一般財源
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30 会計 01

10 款 03

項 01

目 02

A

基金外

　●指定管理委託料　32,530,000円

　●ふれあいプラザ及び夢ランドしらさぎの修繕外　5,360,000円

 （内容）

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉施設費

当 初 予 算 額 37,890,000 円

目
的

健康増進施設・介護予防拠点施設を適切に
運営することで市民の健康増進と介護予防
を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 健康増進施設・介護予防拠点施設管理費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 2,910,000 円 総事業費　　A+B 40,800,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 5,020,000 円

一 般 財 源 32,870,000 円

【ふれあいプラザ・夢ランドしらさぎ管理事業】 37,890,000円 0円 0円 5,020,000円 32,870,000円

一般財源

ふれあいプラザ
  渡廊下床及び壁面修繕
　浄化槽　点検口、枠、蓋交換修繕　外

夢ランドしらさぎ
  サウナ室修繕
  厨房シンク修繕　外
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30 会計 01

15 款 03

項 01

目 03

A

県

負担金外

　高齢者の生きがいや健康及び地域福祉の増進、就業の機会の確保を図る。

　高齢者虐待で一時避難が必要とされる場合に避難先としての老人福祉施設への入所費用を負担する。

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉総務費

予算に関する説明書ページ数 P47

当 初 予 算 額 177,290,000 円

目
的

高齢者の生きがいづくりや交流の場を広げ
地域で支えあうまちづくりを推進すること
で高齢者福祉の充実を図る。　社会福祉法
人の安定した運営を図り、市民が施設等を
安心して利用できる体制づくりに寄与す
る。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,500,000 円

地　方　債 過疎債 9,000,000 円

民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

総事業費　　A+B 185,292,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 41,854,000 円

一 般 財 源 124,936,000 円

人件費コスト  B 1.1人役 8,002,500 円

　高齢者の健康保持・増進、社会参加、生きがいの高揚等を目的とし、個人1人5,000円、団体（11人以上）1チー
ム50,000円を上限として健康福祉祭参加激励金を交付する。（開催県：岐阜県）

【敬老事業】 9,038,000円 0円 0円 9,000,000円 38,000円

【全国健康福祉祭参加事業】 75,000円 0円 0円 0円 75,000円

　独居老人等で生活に不安のある高齢者に緊急通報装置を貸与し、緊急時の連絡体制をサポートすることで、生活
不安の解消を図る。（現在設置台数：180台）

【外出支援サービス事業】 228,000円 0円 0円 0円 228,000円

　多年にわたり地域社会に尽くされた高齢者を敬愛し、感謝するとともに高齢者の交流の場を広げ、益々元気で活
力ある長寿社会の形成を図るための様々な事業を実施する団体に対する交付金8,650,000円、満９８歳を対象とし
た記念品の贈呈388,000円（57名）

【緊急通報電話設置事業】 3,141,000円 0円 0円 0円 3,141,000円

　安来市老人クラブ連合会が行うボランティア活動をはじめとした地域を豊かにする各種活動及び健康づくりを進
めるための活動に対し助成し、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上を図る。

成果指標

安来市老人クラブ連合会への加入

【老人クラブ助成事業】 3,500,000円 1,500,000円 0円 0円 2,000,000円

成果指標

シルバー人材センターへの加入

　市県民税非課税世帯で一般の交通機関を利用することが困難な寝たきり等の在宅高齢者に対し介護タクシー利用
の負担を軽減する。（登録予定者数：5人）

【シルバー人材センター事業】 9,030,000円 0円 9,000,000円 0円 30,000円

　65歳以上の身体、精神、環境、経済上の理由により、居宅での生活が困難な老人に対し、福祉事務所長（措置権
者）が必要最低限度の生活を保障するため、入所措置を行う。（3施設）

【生活支援事業】 125,000円 0円 0円 12,000円 113,000円

【老人福祉施設措置事業】 151,653,000円 0円 0円 32,841,000円 118,812,000円

【高齢者虐待一時避難事業】 500,000円 0円 0円 1,000円 499,000円

　生活管理指導短期宿泊事業。在宅高齢者に対し、短期間施設に入所することにより、生活習慣等の指導を行い、
在宅生活の支援をする。

現状値

290人（H30)

目標値

300人

現状値 目標値

3,079人（H30) 3,000人
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30 会計 01

20 款 03

項 01

目 03

A

諸収入外

　老人福祉センター3施設（安田・井尻・赤屋）の管理事業

　つどいの里ひろせの管理事業

　高齢者生活福祉センターの管理・運営にかかる経費

　指定管理による養護老人ホーム鴨来荘の管理・運営にかかる経費

10

30 会計 01

30 款 03

項 01

目 03

A

基金

　高齢者生活福祉センターの居室排水管の破損による修繕工事

●居室排水管修繕工事 　　　　3,200,000円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉施設管理費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 6,584,000 円

一 般 財 源 24,320,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 30,904,000 円

目
的

社会福祉事業の全分野における共通的基本
事項を定め、社会福祉を目的とするほかの
法律と相まって、社会福祉サービスの利用
者の利益の保護及び地域社会福祉の推進を
図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

【老人福祉センター管理事業】 3,257,000円 0円 0円 0円 3,257,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.7人役 5,092,500 円 総事業費　　A+B 35,996,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

2,709,000円【つどいの里ひろせ管理事業】 8,693,000円 0円 0円 5,984,000円

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

【養護老人ホーム鴨来荘管理事業】 2,040,000円 0円 0円 0円 2,040,000円

【高齢者生活福祉センター管理事業】 16,914,000円 0円 0円 600,000円 16,314,000円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 3,200,000 円

目
的

高齢者福祉事業におけるインフラの整備を
図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉施設整備費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.3人役 2,182,500 円 総事業費　　A+B 5,382,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 3,000,000 円

一 般 財 源 200,000 円

【高齢者生活福祉センター改修事業】 3,200,000円 0円 0円 3,000,000円 200,000円

一般財源
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30 会計 01

35 款 03

項 01

目 03

A

諸収入

　健康診査の実施

●健診受診見込者数　被保険者数7,700人×受診率37.0%＝2,850人

●歯科口腔健診案内（76才～85才）被保険者数見込み　4,700人

　後期高齢者医療広域連合負担金

●負担金 均等割　　　　県全体額×10％×1/19市町村　　　　 

人口割 　 　　県全体額×45％×5.69%

被保険者割　　県全体額×45％×6.09%

合計

県全体額

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 後期高齢者医療総務費 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

地　方　債 0 円

そ　の　他 26,518,000 円

一 般 財 源 34,949,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 61,467,000 円

目
的

後期高齢者医療を適正に給付する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

【後期高齢者医療総務費】 61,467,000円 0円 0円 26,518,000円 34,949,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.1人役 727,500 円 総事業費　　A+B 62,194,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

12,962,201円 （端数調整あり）

13,862,249円 （端数調整あり）

29,487,550円

29,488,000円

2,663,100円

　老人保健事業に代わり制度化されたものであり、平成20年4月から開始となった。制度運営は、島根県後期高齢
者医療広域連合が行う。

31,979,000円

505,989,000円

Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所Ｈ20施行予定箇所
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50 会計 01

15 款 03

項 01

目 03

A

県

　●後期高齢者医療特別会計保険基盤安定繰出金 円

　●後期高齢者医療特別会計療養給付費負担金繰出金　 円

　●後期高齢者医療特別会計事務費繰出金 円

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（後期高齢者医療事業） 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 572,071,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 675,251,000 円

目
的

後期高齢者医療事業特別会計の円滑な運営
に資するために繰出しを行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 103,180,000 円

【特別会計繰出金費（後期高齢者医療事業）】 675,251,000円 103,180,000円 0円 0円 572,071,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.1人役 727,500 円 総事業費　　A+B 675,978,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

137,575,000

531,128,000

6,548,000
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50 会計 01

20 款 03

項 01

目 04

A

国10/10

【主な業務】

法定受託事務

　●資格取得・喪失に係る届出の受理及び審査

　●国民年金手帳の再交付申請の受理

　●未支給年金に係る支給請求の受理及び審査

　●保険料の申請免除、学生納付特例等に係る申請の受理及び審査

協力連携事務

　●資格取得時の保険料納付督励、口座振替及びクレジットカード納付等の促進

　
　

　●制度周知に関する広報記事の広報誌及びホームページへの掲載

　●来訪者及び電話等による年金制度に関する相談

　●日本年金機構への情報提供

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

事業進捗度(年度末目標） － 国民年金費

当 初 予 算 額 37,000 円

目
的

すべての国民を対象として、老齢、障害死
亡に関して必要な給付を行い健全な国民生
活の維持、向上に寄与する。

財
源
内
訳

国・県支出金 37,000 円

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 国民年金費 民生費

事業開始年度 令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 2,910,000 円 総事業費　　A+B 2,947,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 0 円

　国民年金法及び年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づき、国民年金と年金生活者支援給付金に係る業
務を行う。

【国民年金費】 37,000円 37,000円 0円 0円 0円

一般財源
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30 会計 01

40 款 03

項 01

目 05

A

国
県

　介護保険事業特別会計への資金計画に合わせ、適切に繰出しを行う。

　①給付費負担金 559,959千円

　②地域支援事業（介護予防・生活支援サービス事業費等）負担金 21,531千円

　③地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）負担金 27,061千円

　④事務費等負担金 138,110千円

　⑤保険料軽減対策事業負担金（国1/2、県1/4、市1/4） 46,811千円

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

事業進捗度(年度末目標） － 介護保険事業費

当 初 予 算 額 793,472,000 円

目
的

介護保険事業特別会計の円滑な運営に資す
るために繰出しを行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 35,107,000 円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（介護保険事業） 民生費

事業開始年度   令和2年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.1人役 727,500 円 総事業費　　A+B 794,199,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 758,365,000 円

【特別会計繰出金費（介護保険事業）】 793,472,000円 35,107,000円 0円 0円 758,365,000円

一般財源



20

10 会計 01

20 款 03

項 02

目 01

A

県1/2

基金外

　子どもが安心して医療にかかることができる環境づくりのため、県の医療費助成事業（県1/2補助）を実施す

る。さらに市の単独助成制度により、保護者の経済的負担の軽減を図る。

　事業費

　●医療費 132,886,000円

　●事務費 　4,021,000円

個人負担

なし

なし

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 保険年金課

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 136,907,000 円

目
的

医療費の自己負担分を助成することによ
り、保護者の経済的負担の軽減及び子ども
の健全な育成を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 24,320,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 子ども医療費 民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

人件費コスト  B 1.0人役 7,275,000 円 総事業費　　A+B 144,182,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 66,000,000 円

そ　の　他 27,901,000 円

一 般 財 源 18,686,000 円

区　　分
健康保険 島根県乳幼児

等医療費助成
制度

安来市子ども医療費助成制度

負担上限額 所得
制限原則

【子ども医療費】 136,907,000円 24,320,000円 66,000,000円 27,901,000円 18,686,000円

一般財源

小学1年生～中学3年生 3割 3割 0円 0円 0円

入院 通院 薬局等

0歳～就学前 2割 1割 0円 0円 0円

あり
就学後20歳未満の慢
性呼吸器疾患等16疾
患にかかる入院

3割 1割 15,000円 助成対象外 助成対象外

87,278 90,701 84,785 83,110 81,391 

55,817 49,697 53,657 46,890 51,495 

4,968 
4,824 

4,734 4,618 4,597 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

子ども医療費と対象者数の推移 市単独拡充分

県助成制度分

対象者数

（千円） （人）

※平成30年度までは実績、令和元年度は決算見込、令和2年度は当初予算額

※対象者数は年度平均、平成30年度までは実績、令和元年度以降は推計人数
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中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 子育て支援事業費 民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 11,846,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 22,822,000 円

目
的

子育て支援事業を総合的に推進することに
より子育て支援サービスの向上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 10,976,000 円

【子育て支援センター事業】 3,229,000円 1,352,000円 0円 0円 1,877,000円

一般財源

人件費コスト  B 3.8人役 27,645,000 円 総事業費　　A+B 50,467,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

588人

【要保護児童対策協議会事業】 85,000円 0円 0円 0円

成果指標 現状値 目標値

　安来市健康福祉センター内に基幹型子育て支援センターを開設し、子育て支援事業を総合的に推進することによ
り、子育て支援サービスの向上と充実を図る。
　育児相談の対応、プレイルームイベント・子育てセミナーの開催等を実施する。

子育て支援センター利用者数（月当たり平均）
※つどいの広場利用者含む (H30)

695人

※成果指標の子育て支援センターには、サテライト型子育て支援センター（地域子育て支援センター）3か
所も含む

【つどいの広場事業】 8,700,000円 5,800,000円 0円 0円 2,900,000円

85,000円

【ファミリーサポートセンター事業】 5,600,000円 3,732,000円 0円 0円 1,868,000円

　安来市親子交流センターにおいて、乳幼児・児童及びその保護者等が交流を行う場所を開設し、子育てに関する
相談や地域の子育て情報の提供を行ったり、子育てに関する講習や、親子で楽しめるイベント、保護者がリフレッ
シュしたりくつろげる時間を提供することにより、地域の子育て支援環境の充実を図る。

　市民及び市内の労働者が仕事と家庭を両立し、安心して働くことができる環境を整備するとともに、地域の子育
て支援を行い、労働者福祉の増進及び児童福祉の向上を図るため、安来市親子交流センターにおいて、乳幼児や小
学生の児童がいる子育て家庭をサポートするネットワーク組織として、ファミリー・サポート・センターを運営
し、子どもの預かりの援助を行いたい人（おまかせ会員）と援助を受けたい人（おねがい会員）、両方できる人
（どっちも会員）を募集、登録し、援助活動の調整や会員にむけた講習会を開催し、相互援助活動が円滑に実施で
きるよう支援を行う。

　要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は特定妊婦に対する適切な保護や支援を図るために、関係機関
等と必要な情報の共有を行うとともに、要保護児童等に対する支援の内容に関する協議を行う。
　また、保育士、教員、民生・児童委員等を対象とした研修を行い、児童虐待対応についての資質向上を図る。

つどいの広場（安来市安来町（旧城谷保育所））



　閉館となった旧山佐児童館施設の維持管理を行う。

141,000円0円0円0円141,000円【子ども・子育て支援推進事業】

145,000円0円0円0円145,000円【旧山佐児童館管理事業】

　令和元年度に策定した「第2期安来市子ども・子育て支援事業計画」の進捗管理、評価等について、子ども・子
育て推進会議を開催し審議を行う。

　安来市の児童が保護者の里帰り出産等で他市町村の教育・保育施設等に入所した場合、当該施設を運営する市町
村に委託料を支払う。

　安来市健康福祉センターにおいて市内に在住するすべての親子が気軽につどい、おもちゃを使って遊んだり交流
を図ったりすることができる場を提供する。

　親子の“心の健康”を養うため、「感性が育つ」「親子の絆が深まる」「子どもが本好きになる」ことを目的と
し、連携体制を活用しながら絵本を提供していく。乳児健診時に乳児一人につき絵本を1冊配布する。

【おもちゃの図書館事業】 128,000円 0円 0円 0円 128,000円

　児童を養育している家庭の保護者が、疾病等の理由により家庭における児童の養育が一時的に困難となった場合
に、児童及びその家庭の福祉の向上を図るため、児童養護施設等で短期間児童を養育する。

【ブックスタート推進事業】 204,000円 0円 0円 0円 204,000円

【子育て短期支援事業（ショートステイ）】 77,000円 50,000円 0円 0円 27,000円

　養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、訪問による助言指導を行うとともに必要に応じ委託による家
事援助を実施する。

【広域入所委託事業】 3,533,000円 0円 0円 0円 3,533,000円

　乳幼児や児童と保護者等が気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で遊んだり、交流を図ったりすることができる施
設として、親子交流センターの施設や遊具、広場などの点検、維持、修繕を行う。

【養育支援訪問事業】 63,000円 42,000円 0円 0円 21,000円

【安来市親子交流センター事業】 917,000円 0円 0円 0円 917,000円
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Ｒ2新規

　放課後児童クラブで過ごす子どもたちの様子

　待機児童が発生している校区を中心に新たに放課後児童健全育成事業を実施できるよう施設整備を行う。

赤江小学校、十神小学校区

予算に関する説明書ページ数 P47

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 教育総務課

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 135,426,000 円

目
的

保護者が就労等により昼間家庭にいない児
童の自主性、社会性及び創造性の向上、基
本的な生活習慣等児童の健全育成を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 109,675,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 放課後児童健全育成事業費 民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

人件費コスト  B 1.0人役 7,275,000 円 総事業費　　A+B 142,701,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 25,700,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 51,000 円

　保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を対象に、放課後に「遊びの場」「生活の場」を提供し、子どもの
主体性を尊重しながら健全な育成を図るため、各小学校区において放課後児童健全育成事業を実施する。
　事業の実施にあたっては、放課後児童クラブ運営委員会及び社会福祉法人等に委託して実施する。

【放課後児童健全育成事業】 135,426,000円 109,675,000円 25,700,000円 0円 51,000円

一般財源

十神どじょっ子クラブ

あかえっ子クラブ

あらしまっこクラブ

●市内の放課後児童クラブ実施箇所（15クラブ）

クラブ名(委託先)

社日こどもクラブ

実施場所

社日小学校余裕教室

十神小学校敷地内専用施設

赤江小学校敷地内専用施設

荒島小学校余裕教室

飯梨こどもクラブ

宇賀荘児童クラブ

ひだっ子クラブ

母里児童クラブ

赤屋っ子クラブ

南児童クラブ

島田たけのこクラブ

広瀬っこクラブ

安田っ子クラブ

島田小学校敷地内専用施設

旧広瀬幼稚園地内

安田老人福祉センター

母里交流センター横専用施設

赤屋老人福祉センター

南小学校敷地内専用施設

飯梨交流センター

宇賀荘幼稚園

比田交流センター

ひろせ保育園

やすぎ保育園周辺専用施設

ひろせ学童クラブ

児童クラブ「たいよう」

成果指標 現状値 目標値

放課後児童クラブ数（箇所） 13 15

放課後児童クラブ入所希望児童受入率（％） 94.1 89.0

●施設整備
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県

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域子育て支援センター運営事業費 民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 1,165,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 2,398,000 円

目
的

市内の乳幼児の諸問題に即した関わりを持
つことで、子育て家庭の育児不安を解消す
る。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,233,000 円

一般財源

人件費コスト  B 1.0人役 7,275,000 円 総事業費　　A+B 9,673,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

【地域子育て支援センター運営事業】 2,398,000円 1,233,000円 0円 0円 1,165,000円

　地域において子育て家庭に対する支援や親子の交流等を促進するために、みゆき保育園・ふたばこども園・切川
保育所において、地域子育て支援センターを開設し、子育て相談、子育てサークル等への支援、ふれあいの場の提
供等を行う。
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●安来市青少年育成連絡会議補助事業

　 　　

●第70回‟社会を明るくする運動”令和2年度「青少年の非行・被害防止全国強調月間」安来市推進

　大会開催事業

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 647,000 円

目
的

児童の育成及び福祉の向上を図るため、青
少年健全育成事業を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 青少年の健全育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童福祉総務費 民生費

事業開始年度   令和2年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.1人役 727,500 円 総事業費　　A+B 1,374,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 647,000 円

一般財源

　青少年の健全育成を図るため、青少年育成島根県民会議の下部組織である安来市青少年育成連絡会議の活動費を
補助する。（研修会の開催、ポスターや冊子配布等による啓発活動、地区連絡会議の推進活動支援等）

【青少年健全育成事業】 197,000円 0円 0円 0円 197,000円

450,000円0円0円0円450,000円【青少年サポート事業】

　市民一人ひとりが犯罪や非行の防止と、罪を犯した人たちの更生について理解を深め、それぞれの立場において
力を合わせ、犯罪や非行のない、安全・安心なまちづくりを推進していくための「‟社会を明るくする運動”強調
月間」と、青少年の非行等問題行動への対応の強化を図るための「青少年の非行・被害防止全国強調月間」に併せ
て開催する。

　NPO法人青少年サポートの会と委託契約を締結し、悩みを抱える児童・生徒、中学校卒業後の青少年及び子育て
に悩む保護者に対して、相談業務や心の居場所を提供することによって、情意面の安定を図り、当事者本人の基礎
学力の定着及び社会的自立に寄与する。
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　令和２年２月分から令和３年１月分の予算を計上。

　　支給期間：児童が中学校終了（１５歳に達する日以降の最初の３月３１日を迎える日）まで支給する。

支給金額（月額）

●３歳未満の児童１人につき月額15,000円

●３歳以上小学校修了前までの児童（第１子及び第２子）１人につき月額10,000円

●３歳以上小学校修了前までの児童（第３子以降）１人につき月額15,000円

●中学生１人につき月額10,000円

●所得制限限度額以上（特例給付）については児童１人につき月額5,000円

　●支給見込額内訳

国 県

37/45 4/45

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 児童手当費

当 初 予 算 額 547,618,000 円

目
的

次代の社会を担う児童の健やかな成長を支
援し、家庭生活の安定に寄与する。

財
源
内
訳

国・県支出金 463,712,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童手当費 民生費

事業開始年度   令和2年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.9人役 6,547,500 円 総事業費　　A+B 554,165,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 83,906,000 円

一般財源

区分 対象児童（延人数） 金額（円）
交付金交付率

【児童手当給付事業】 547,618,000円 463,712,000円 0円 0円 83,906,000円

特例給付（非被用者） ＠5,000円 15 75,000

３歳以上小学
校修了前

被用者
＠10,000円 21,475 214,750,000

＠15,000円

＠15,000円 4 60,000

特例給付（被用者） ＠5,000円 85 425,000

３歳未満

被用者 ＠15,000円 7,111 106,665,000

非被用者 ＠15,000円 604 9,060,000

施設入所等

施設入所等 ＠10,000円 271 2,710,000

特例給付（被用者） ＠5,000円 678 3,390,000

4,471 67,065,000

非被用者
＠10,000円 2,340 23,400,000

＠15,000円 672 10,080,000

＠10,000円 1,356 13,560,000

施設入所等 ＠10,000円 146 1,460,000

特例給付（非被用者） ＠5,000円 77 385,000

中学生

被用者 ＠10,000円 9,152 91,520,000

非被用者

小　　　　　計 48,836 546,500,000

事　　務　　費 1,118,000

合　　　　　計 547,618,000

特例給付（被用者） ＠5,000円 328 1,640,000

特例給付（非被用者） ＠5,000円 51 255,000
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諸収入外

　母子家庭の母及び父子家庭の父の資格取得等を支援し、就業による自立を目的に支援する。

　母子・父子自立支援プログラム策定事業（国10/10）

　母子家庭等自立支援給付金事業（国3/4） 

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 母子父子福祉費

当 初 予 算 額 11,778,000 円

目
的

母子・父子家庭及び寡婦に対し、その生活
の安定と向上のために必要な措置を講じ、
もって福祉の増進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 6,892,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 母子父子寡婦福祉費 民生費

事業開始年度   令和2年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 2,910,000 円 総事業費　　A+B 14,688,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 21,000 円

一 般 財 源 4,865,000 円

　安来市母子会と委託契約を締結し、市内在住ひとり親家庭等を対象として、必要に応じて法律相談窓口への円滑
な案内を行うとともに、ひとり親同士の交流促進と児童の健全育成を目的とする事業を実施することで、ひとり親
家庭が抱える生活課題の解決に向けた支援を行う。

【母子家庭等支援事業】 100,000円 0円 0円 0円 100,000円

一般財源

　ひとり親家庭又は寡婦家庭に対し、生活一般の相談に応じ、経済・教育など諸問題の解決を助け、その自立に必
要な指導にあたるため、母子・父子自立支援員を配置する。

【母子・父子自立支援事業】 7,195,000円 3,610,000円 0円 6,000円 3,579,000円

【母子生活支援事業】 4,483,000円 3,282,000円 0円 15,000円 1,186,000円

　婦人相談員としての専門性を確保しながら、DVや虐待の被害を受けた母子の状況に応じて母子生活支援施設への
入所措置を行い、当該世帯の自立促進に向けた生活支援を行う。
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項 02

目 03

A

国

　ひとり親家庭等の児童を養育する者に対して、児童扶養手当法に基づき児童扶養手当を支給する。

　　単価（月額）

　　●全部支給　　　　 　　　　　42,910円　　　　　　　　

　　●一部支給　　　　　　　　　 10,120円～42,900円　　　　　　　　

　　●第２子加算　　　　全部支給 10,140円

　　　　　　　　　　　　一部支給　5,070円～10,130円

　　●第３子以降加算　　全部支給　6,080円/１人

　　　　　　　　　　　　一部支給　3,040円～6,070円/１人

　●内訳

　

　　

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童扶養手当総務費 民生費

事業開始年度   令和2年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 83,470,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 母子父子福祉費

当 初 予 算 額 125,187,000 円

目
的

父母の離婚などで、父又は母と生計を同じ
くしていない子どもが育成される家庭の生
活の安定と自立の促進に寄与し、子どもの
福祉の増進を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 41,717,000 円

【児童扶養手当給付事業】 125,187,000円 41,717,000円 0円 0円 83,470,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.4人役 2,910,000 円 総事業費　　A+B 128,097,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

対象者（延人数） 金額（円）

全部支給者 1,632 70,029,120

児童扶養手当給付費負担金　（国1/3）

対象児童が１８歳に達する日以降の最初の３月３１日を迎える日まで支給する。

合　　　計 125,187,000

第３子以降 300 1,952,640

小　　　計 125,152,200

事　務　費 34,800

一部支給者 1,248 39,506,400

第２子以降 1,428 13,664,040
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10 会計 01

55 款 03

項 02

目 04

A

国
県

負担金外

【私立保育園運営事業】

　　※その他には、保育料軽減事業による負担金減収分（14,737,000円）を含む。

【延長保育事業（私立保育施設）】

【障がい児保育事業（私立保育施設）】

　保育を必要とする障がい児等に保育士を加配し、保育の促進を図る。

【病児・病後児保育事業（私立保育施設）】

　（国1/3・県1/3）

【一時保育事業（私立保育施設）】

【私立保育施設整備補助事業】

　みゆき保育園が行う園児用トイレ及び空調設備の改修工事に補助金を交付し、施設の長寿命化を図る。

　　総事業費　32,780千円【補助額　26,108千円（国・県負担17,914千円、市負担8,194千円）】

予算に関する説明書ページ数 P49

民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 私立保育園等運営費

総事業費　　A+B 891,450,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 28,940,000 円

一 般 財 源 244,119,000 円

人件費コスト  B 1.4人役 10,185,000 円

当 初 予 算 額 881,265,000 円

目
的

年々多様化する保護者のニーズに対応し、
特定教育・保育事業、特別保育事業、子ど
も･子育て支援事業を実施、委託し児童福
祉の向上を図る。また、保育士の勤務環境
改善に取り組む事業者に保育補助者の雇上
げに必要な費用の一部を補助し、保育士の
離職防止及び人材確保に努める。

財
源
内
訳

国・県支出金 600,806,000 円

地　方　債 過疎債 7,400,000 円

　市内在住の就学前児童について、市内の私立保育園（やすぎ保育園、みゆき保育園、あゆみ保育園、城谷保育
所）及び私立認定こども園（あかえこども園、ふたばこども園、認定こども園ひろせ保育園）において教育・保育
を実施する。
　また、市外での教育・保育を希望する児童について、委託契約により市外施設で教育・保育を実施する。認可外
保育施設や預かり保育等の利用料について、施設等利用給付費として支給する。

823,472,000円 551,140,000円 0円 43,677,000円 228,655,000円

3,028,000円

　通常の保育時間外の延長保育を必要とする児童の保育を行うため、やすぎ保育園、みゆき保育園、あゆみ保育
園、城谷保育所、あかえこども園、ふたばこども園、ひろせ保育園に委託する。

3,456,000円 428,000円 0円 0円

3,492,000円 2,328,000円 0円 0円 1,164,000円

　やすぎ保育園、みゆき保育園、ひろせ保育園、あゆみ保育園、あかえこども園に一時保育事業を委託し、在宅児
童で緊急・一時的に保育が必要となる児童の保育を行う。

【給食費助成事業（私立保育施設）】 1,890,000円 945,000円 0円 0円 945,000円

　安来第一病院において病気の回復期に至らない集団保育が困難な児童を、また、みゆき保育園、ひろせ保育園に
おいて病気の回復期にあり集団保育が困難な児童を専用の部屋で一時的に預かり保育を行う。

3,676,000円 2,552,000円 0円 0円 1,124,000円

14,155,000円 9,436,000円 0円 0円 4,719,000円

　保育士の勤務環境改善に取り組んでいる保育事業者に対し、保育補助者の雇上げに必要な費用の一部を補助す
る。（国3/4・県1/8）

26,608,000円 18,289,000円 7,400,000円 0円 919,000円

　多子世帯の経済的負担を軽減するため、私立保育施設に入所している第3子以降の4・5歳児の児童に係る給食費
のうち副食費を無料とする。（県1/2）

【保育補助者雇上強化事業（私立保育施設）】 4,516,000円 3,950,000円 0円 0円 566,000円

　あゆみ保育園が行う熱中症対策（保育室へのエアコン設置工事）に対し補助金を交付し、施設の安全対策を図
る。総事業費900千円【補助額　500千円（県375千円、市125千円）】



  【保育料軽減事業（私立保育施設）】 0円 11,738,000円 0円 △ 14,737,000円 2,999,000円

●若い子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、私立保育所・こども園に入所している一定の所得以下の世帯の
3歳未満児の第1子・第2子の保育料を軽減する。（県10/10）
●多子世帯の経済的負担を軽減するため、私立保育所・こども園に入所している第3子以降の3歳未満児の児童に係
る保育料を軽減する。（県1/2）
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国
県

負担金外

　在宅児童で緊急・一時的に保育が必要となる児童を安来保育所で保育する。（国1/3・県1/3）

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 市立保育所運営費 民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

地　方　債 0 円

そ　の　他 19,003,000 円

一 般 財 源 59,605,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 82,898,000 円

目
的

年々多様化する保護者のニーズに対応し、
特定教育・保育事業、特別保育事業、子ど
も・子育て支援事業を実施、児童福祉の向
上を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 4,290,000 円

【市立保育所運営事業（通常保育事業）】 78,147,000円 308,000円 0円 20,821,000円 57,018,000円

一般財源

人件費コスト  B 21.0人役 152,775,000 円 総事業費　　A+B 235,673,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

【一時預かり事業（市立保育所）】 4,211,000円 1,174,000円 0円 1,354,000円 1,683,000円

※その他には、保育料軽減事業による負担金減収分（3,172,000円）を含む。

　市内在住の保育を必要とする就学前児童について、児童福祉法第24条に基づき、市立2保育所（安来保育所、切
川保育所）において保育を実施する。

●若い子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、市立保育所に入所している一定の所得以下の世帯の3歳未満児
の第1子・第2子の保育料を軽減する。（県10/10）
●多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立保育所に入所している第3子以降の3歳未満児の児童に係る保育料を
軽減する。（県1/2）

　多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立保育所に入所している第3子以降の4・5歳児の児童に係る給食費の
うち副食費を無料とする。（県1/2）

  【保育料軽減事業（市立保育所）】 0円 2,538,000円 0円 △ 3,172,000円 634,000円

【給食費助成事業（市立保育所）】 540,000円 270,000円 0円 0円 270,000円
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主な実施事業 認定こども園布部大屋根修繕工事　2,832千円

　 認定こども園荒島第二園舎テラス屋根改修工事　1,573千円

認定こども園布部大屋根 認定こども園荒島第二園舎テラス鉄骨部分

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 4,405,000 円

目
的

保育所・認定こども園施設の維持管理の徹
底及び教育・保育環境の安全確保と向上を
図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 市立保育所等整備費 民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.1人役 727,500 円 総事業費　　A+B 5,132,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 4,000,000 円

一 般 財 源 405,000 円

一般財源

　保育所・認定こども園を運営していく上で、施設の破損、劣化等による危険箇所を確認し、維持修繕・工事を実
施する。

【市立保育所等整備事業】 4,405,000円 0円 0円 4,000,000円 405,000円
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国
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負担金外

※公私立保育所、公私立認定こども園、幼稚園を含めた数。

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 市立認定こども園運営費 民生費

事業開始年度 令和2年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P49

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

地　方　債 0 円

そ　の　他 41,680,000 円

一 般 財 源 193,664,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 245,099,000 円

目
的

就学前児童に対する教育・保育の充実した
提供のため、必要経費を確保し運営の充実
を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 9,755,000 円

一般財源

人件費コスト  B 59.0人役 429,225,000 円 総事業費　　A+B 674,324,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

※その他には、保育料軽減事業による負担金減収分（6,850,000円）を含む。

成果指標 現状値 目標値

　市内在住の就学前児童について、市立10認定こども園において教育・保育を実施する。

【市立認定こども園運営事業（通常教育・保育事業）】 236,459,000円 1,114,000円 0円 47,689,000円 187,656,000円

5,454,000円 0円 △ 6,850,000円 1,396,000円

3,667,000円

　在宅児童で緊急・一時的に保育が必要となる児童を認定こども園広瀬・認定こども園母里で保育する。
（国1/3・県1/3外）

【給食費助成事業（市立認定こども園）】 1,890,000円 945,000円 0円 0円 945,000円

教育・保育施設利用定員数（人） 1,799 1,799

【一時預かり事業（市立認定こども園）】 6,750,000円 2,242,000円 0円 841,000円

●若い子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、市立認定こども園に入所している一定の所得以下の世帯の3歳
未満児の第1子・第2子の保育料を軽減する。（県10/10）
●多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立認定こども園に入所している第3子以降の3歳未満児の児童に係る保
育料を軽減する。（県1/2）

　多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立認定こども園に入園している第3子以降の4・5歳児の児童に係る給
食費のうち副食費を無料とする。（県1/2）

  【保育料軽減事業（市立認定こども園）】 0円
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諸収入

　レセプト点検員が診療報酬明細書の資格点検及び内容点検を実施し、医療扶助の適正化を図る。

　生活保護担当ケースワーカー全国研修会等に参加し、生活保護及び就労支援について知識を深める。

　生活保護レセプト管理システムの保守を行う。

事業進捗度(年度末目標） － 生活保護総務費

当 初 予 算 額 6,722,000 円

目
的

生活保護の適正な運営を確保するための体
制整備及び被保護者の自立を支援すること
を目的とする。

財
源
内
訳

国・県支出金 3,759,000 円

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活保護総務費 民生費

事業開始年度   令和2年度 生活保護費

人件費コスト  B 0.5人役 3,637,500 円 総事業費　　A+B 10,359,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 13,000 円

一 般 財 源 2,950,000 円

一般財源

【生活保護適正化事業】 2,626,000円 1,963,000円 0円 7,000円 656,000円

【被保護者等就労準備支援事業】 90,000円 45,000円 0円 0円 45,000円

　就労支援員が生活保護受給者に対し就労支援を行うことにより、世帯の自立を促す。

成果指標

就労による生活保護自立世帯数

【被保護者就労支援事業】 2,342,000円 1,751,000円 0円 6,000円 585,000円

【生活保護レセプト管理事業】 528,000円 0円 0円 0円 528,000円

　医療扶助の実施において、内科医師、精神科医師を嘱託医として配置し、専門的助言指導を受け適正な実施を確
保する。また、生活保護の調査や決定を行う。

【生活保護運営事業】 1,136,000円 0円 0円 0円

被保護者世帯の高校進学率

現状値

5件（H30)

100%（H30)

目標値

5件

100%

1,136,000円

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課
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50 会計 01

35 款 03

項 03

目 02

A

国
県

諸収入

H27 H28 H29 H30 R1

##### ##### ##### ##### #####

H27.12 H28.12 H29.12 H30.12 R1.12

世帯 198 187 185 179 182

人員 257 237 224 205 213

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活保護扶助費 民生費

事業開始年度   令和2年度 生活保護費

予算に関する説明書ページ数 P51

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 1,000,000 円

一 般 財 源 87,250,000 円

一般財源

事業進捗度(年度末目標） － 扶助費

当 初 予 算 額 374,000,000 円

目
的

生活に困窮する者に対し、その困窮の程度
に応じた必要な保護を行い、最低限度の生
活を保障するとともに、その自立を助長す
ることを目的とする。財

源
内
訳

国・県支出金 285,750,000 円

人件費コスト  B 4.7人役 34,192,500 円 総事業費　　A+B 408,192,500 円

【事業名称】

　生活保護法に基づき開始決定した被保護者に対し、保護の基準に基づき、生活扶助・住宅扶助・教育扶助・医療
扶助・介護扶助・生業扶助・葬祭扶助・出産扶助・施設事務費を給付する。

【生活保護事業】 374,000,000円 285,750,000円 0円 1,000,000円 87,250,000円
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